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Key points

資質能⼒ベースの研修・トレーニングの施策には限界(得⼿不得⼿)がある ⇨ 最適化と反作⽤への対応が必要
⇨ 資質能⼒を定義してその形成をはかる施策には限界と得⼿不得⼿がある。
1. 教師の職務は多岐多様にわたるため、資質能⼒を網羅的に定義できない
2. 社会の変化が加速度的に進むなかで、資質能⼒の定義は急速に陳腐化する
3. 予測困難な社会を想定する資質能⼒は抽象的にならざるを得ず、指標化して評価に⽤いることに適さない
⇨ 国外では2000年前後から反作⽤への対応が進む（学校管理職の機能の再定義）

学校単位のローカル裁量を⽀援する調査研究・⽀援機関の整備
⇨ 各学校を組織単位とする協働型研修の実効性を確保するうえで，ミクロな現状認識をメゾ，マクロな視点からの相対化の⽀援が必要（if not, 蛸
壺化，ローカル⽂化の再⽣産）

各学校の教職員集団を組織化した｢ローカルで協働的な学び｣のシステム構築と⽀援
⇨ VUCA時代に多様化複雑化する学校教育（および地域）の諸課題に，各学校が計画的に組み⽴てる教育課程の効果的実践が不可⽋
1. 各学校と地域の諸課題を判断し，多様な資質能⼒をもつ教職員集団を組織して課題解決にあたるローカルな協働型の研修モデルが必要
2. 教職員集団の資質能⼒の幅と多様性を把握し，さらに必要と判断される職能成⻑の機会確保を組織的/計画的に実践する組織リーダーとしての

学校管理職のあり⽅の⾒直し（≠強化）が必要
⇨ これまでのデータは，実践現場の諸課題（教育課題・ウェルビーイング課題）が組織課題と認識されていないことを⽰唆
1. 学校管理職の機能の⾒直し（≠強化）
2. 機能⾒直しに沿った学校管理職を養成する体系的なシステムの整備，登⽤基準とプロセスの抜本的改⾰，⽀援を⽬的とするモニタリング/評価

システムの検討が必要（予防型評価 ≠ハイステーク評価，パフォーマンス評価）



我が国の教師の質への国際的評価は⾼い*1

しかし，普遍的かつ客観的に「教師の質」を測定する国際的な統⼀
基準や指標についての合意はない。

学校教育の質保証と教育政策の実効化に，教師の資質
能⼒の寄与は⼤きい(Brynard, 2009; McKenzie etal,, 2005)

事実ではあるが，学校教育の最⼤資源が教師であることを⾔い換え
たトートロジー

急速に変化する予測困難な社会で変化する教育を担う
教師の資質能⼒の拡充は急務(Caena, 2013; OECD, 2009)

しかし，｢教師が何を求めるのか｣という需要(ニーズ)に基づいた検討
ではなく，｢教師に何が⾜りないか｣をめぐる⽋損モデルのレトリッ
クに偏重

制度やシステムへの偏重
⽇本への評価は，⑴教員免許制度(⼤学での教員養成，免許状授与の
開放制，相当免許状主義)，⑵体系的な公的研修制度，⑶教師の学び
合いのシステムに基づく

投資対効果のレトリック
学校教育予算の多くを占める教員⼈件費が根拠。予算規模が⼤きい
教師の資質能⼒の向上は，学校教育の質に顕著に貢献するという投
資対効果のレトリック。このため，資質能⼒のどの要素が質保証に
どう影響するかのエビデンスは⼗分にない

我が国の教師の質への国際的評価は⾼い(⽂科省, 2016)

しかし，普遍的かつ客観的に「教師の質」を測定する国際的な統⼀
基準や指標についての合意はない。

当事者不在の⽋席裁判化
わが国の答申等でも「教師が求める〜」ではなく「教師に求められ
る資質能⼒」が検討される。⽋損モデルのレトリックは，学校教育
でも児童⽣徒の効⼒感や学びに負のインパクトがあることが実証さ
れている。⽋損モデルに基づく教師の資質能⼒の議論も，教師の効
⼒感や専⾨職アイデンティティに否定的に働く可能性が認められる

教師の資質能⼒を軸とする政策のレトリック

個々の教師の資質能⼒に焦点化する⽅法論の限界
教員養成の延⻑に教師教育（教師の継続的学び）を位置付けることの限界と課題 (OECD, 2019)
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教師の資質能⼒の形成/刷新/強化のアプローチをめぐる進⾏中のパラダイムシフト

ERIC登録査読論⽂件数の推移

Educational Resources Information Center (ERIC)から百合⽥作成。
2020年12⽉17⽇時点の計数
• ■ CPD … 教師を対象とした継続的研修・資質能⼒開発
• ■ CPL … 教師の継続的な専⾨職性に伴う学び

要 点
1. 90年代後半に専⾨職性に「継続性」が求められ始めた（問いの興り）
2. CPDでは95%，CPLでは99%の論⽂が2000年以降の発表（問いの展開）
3. CPLは近年になって焦点化 (CPD/CPL=2000年に12倍，2020年には3.8倍に縮

⼩）~（問いの変化）

教師の継続的な学びをめぐる施策と研究の動向

国連のSDGs(UN, 2015)は教師の継続的な学びの機会保証を要件
に含む。また各国の教育政策も加速度的に変化する予測困難な
現代社会(VUCA)の到来をうけて，教師の知識や技能を継続的に
刷新する必要を強調する(McKinzie, etal., 2005)。教職⽣活を通
して継続的成⻑を図る教師教育政策の⾒直しは，グローバル化
に伴う社会の急速な変化をうけて各国地域が⾼い優先順位にあ
げている (EC, 2015; Roberts-Hull, et al., 2015; OECD, 2019)。

1. 「継続的な〜」以前の研修や学び
2. 「継続的な専⾨職性の開発 (CPD)」
3. 「継続的な専⾨職性に伴う学び (CPL)」

３つのステージでそれぞれが克服を図る課題は何か？

• CPD → CPLへの喫緊のパラダイムシフトは何を意味するのか
• CPLはCPDのどういった課題・問題に応答するのか
• CPLの実効性を確保する施策・⽀援はどのようなものか
• このパラダイムシフトは，教職の魅⼒化や教師の量的確保と
質的保証にどう影響するのか

• CPD → CPLへの喫緊のパラダイムシフトは何を意味するのか
• CPLはCPDのどういった課題・問題に応答するのか
• CPLの実効性を確保する施策・⽀援はどのようなものか
• このパラダイムシフトは，教職の魅⼒化や教師の量的確保と
質的保証にどう影響するのか



⾼度専⾨職化
専⾨職コミュニティの⾃律的な質保証と課題克服
複雑化する学校教育課題に，専⾨職コミュニティとそ
の他の関係者と協働して⾃律的に応答する主体
＝外部アカウンタビリティとの対話的関係を形成

専⾨職の外部で規定されて要求された
アカウンタビリティへの応答を専らと
する他律的な実践者（客体化）

前専⾨職段階
Pre-professional

⾃⽴した専⾨職
Autonomous professional

協働する専⾨職
Collegial professional

脱専⾨職
Post-professional

⾼度に⾃律的な
専⾨職

Post-modern professional
？

脱専⾨職化
管理対象化される教員と専⾨職の⾃律性の喪失
外部から要求される指標などに照らしたアカウンタビ
リティに応答することが⽬的化＝資質能⼒の判定や実
践の質保証に主体的・⾃律的な役割の放棄・喪失

外部で定義された資質能⼒の形成とその結果責任を求めるアカウンタビリティ政策は，
教師の専⾨職性の形成/展開にどのようなインパクトを与えたか。Buchanan (2015)に
よる教職の専⾨性をめぐる歴史的発展段階の研究を応⽤して作成

教師の専⾨職性の段階的変化

教育実践に係る知識や技能
を専⾨的に活⽤してカリキ
ュラムを咀嚼して展開する
実践主体としての教師

情報伝達の技術者的な実践
の段階。教育実践の専⾨性
に基づいた知識や技能を持
たない段階

複雑化する教育実践上の課
題について，協働して専⾨
的知⾒を構築する実践と研
究の主体としての教師



教師の資質能⼒の向上/強化 ≠ 教師の専⾨職性の⾼度化

Training Model

Deficit Model

Cascade Model

Standards-Based Model

Coaching/Mentoring Model

Community of Practice Model

Action Research Model

Transformative Model

Transformative
認識やあり⽅の変容

Transmission
知識や技能の転移

教師が資質能⼒を獲得・強化する有効なモデルはいくつもある
教師が知識や技能を獲得／刷新し，資質能⼒を向上するためのアプローチはいくつもあり，そ
れぞれに効果が認められている

より
専⾨職的
⾃律性が
必要

⾼度なモデルでは，専⾨職的な⾃律性が不可⽋
そもそも教師が⾼度な専⾨職的⾃律性（⾃らが課題から問いを導き出して必要な資質能⼒を刷
新する専⾨職性）を持つならば，資質能⼒の獲得/形成を「外部から」図る必要はないのでは？

資質能⼒の獲得/強化を図る各モデル間の偏移を可能にするのは？
各モデル間の偏移を可能にする「専⾨職的⾃律性」の形成は，これらのモデルが⽰すアプロー
チとは別のパラダイムで⾏われる
⇨個々の教師に焦点化した職能開発とは異なるパラダイムが存在

教員組織の内部多様性と機能強化
教師はそれぞれの経験や学びに裏打ちされた資質能⼒を有しており，多様な
資質能⼒を持つ教師で構成される学校教育の教員組織は，教師がそれぞれの
資質能⼒を補完して教育実践の⾼度化と諸課題の克服を図る基盤（エンジ
ン）である。個々の教師の資質能⼒の向上は，エンジンのポテンシャルを強
化するが，エンジンを動かす効果はない。



Model of the Process of Teacher Change (Guskey, 1986: 7)

Changes in 
Teachers’ 
Beliefs & 
Attitudes

Changes in 
Student 
Learning 

Outcomes

Changes in 
Teachers’ 
Classroom 

Practice

Staff 
Develop-

ment

Impact on individual(s) →

Organiza-
tional

Results

Individual 
Perfor-
mance

Learning

Motivation Elements Environmental Elements

Secondary Influence

Ability / Enabling Elements (intervention)

Flawed Four-Level Evaluation Model (Holton 1996 #196: 9)

Primary Outcome 
Measures

介⼊ ⇨ 効果 を想定する従来の評価アプローチ
教師の職能開発は，介⼊とその効果を段階的な線形でとらえる(Kirkpatrick, 1959; Kirkpatrick & Kirkpatrick, 2006; etc.)
介⼊すること，特に効果的な介⼊を最重視。各段階に因果関係を想定するため，効果の検証も不完全

Domain of 
Improvement

（成果/向上）

Domain of 
Learning

（実践）

Domain of 
Preparation

（設計）
5. 実践の開発
6. 内容の開発

1. ニーズの同定
2. 基準の提⽰
3. ⽬標の設定
4. ⽬標達成の⼿段の設定

7. 実践への展開
8. 児童⽣徒への効果
9. 教師の⾃⼰効⼒感の向上

Nine Stages in the Professional Development Cycle

課題とニーズへの応答が牽引する
有機的な職能開発と学び
教育実践を介して認識・形成される課題に
応答する⼿段としての職能開発と学び

ただし，従来の個々の教
師の⾃発的で⾃律的な学
びとは異なる（後述）

教師の職能開発と学びの効果測定の概念を⽤いた例⽰



学校管理職(School Leadership)の機能変化

管理職機能の変化 ≠ 管理職機能の強化 は2000年前後から
グローバル化に伴って急速に変化する予測困難な社会の到来をうけて，諸外国では
管理職機能の⼤幅な変化を予⾒し，2000年前後から管理職資格や養成，研修，⽀援
のあり⽅を刷新している（参考：OECD, 2001など）

能⼒ベースの研修・トレーニングが優勢になる (Brundrett, 2001)
• ポストモダンの多元的時代には「能⼒ベースの研修やトレーニングが優勢」… 

こうした研修の成功の鍵は，シンプルさと測定可能性 (EC, JRC in 2018)
⇨ 資質能⼒開発モデル

Domain of 
Improvement

（成果/向上）

Domain of 
Learning

（実践）

Domain of 
Preparation

（設計）
5. 実践の開発
6. 内容の開発

1. ニーズの同定
2. 基準の提⽰
3. ⽬標の設定
4. ⽬標達成の⼿段の設定

7. 実践への展開
8. 児童⽣徒への効果
9. 教師の⾃⼰効⼒感の向上

Nine Stages in the Professional Development Cycle

Model of the Process of Teacher Change (Guskey, 1986: 7)

Changes in 
Teachers’ 
Beliefs & 
Attitudes

Changes in 
Student 
Learning 

Outcomes

Changes in 
Teachers’ 
Classroom 

Practice

Staff 
Develop-

ment

カウンターバランスとしての「協働する組織」と学校管理職
• 反⾯に極度な単純化や個別的（原⼦的）な学びや，⾏動決定論的になる恐れ

⇨ あらたな学校リーダーシップの必要性
⇨個別化する資質能⼒を統合する場と機能の必要性
⇨ 教師の⾃律性は，変化に対して肯定的にも否定的にも向かう。個々の資質
能⼒へのアカウンタビリティ要求によって孤⽴化する教師個⼈を協働する組
織に再統合する必要性

個
別
的
能
⼒
ベ
'
ス

組
織
的
活
⽤
ベ
'
ス



学校管理職(School Leadership)の機能変化への対応モデル（抽出）

管理職機能の変化に向けた諸外国のアプローチ
• 様々な⽅法・アプローチがとられており，百花繚乱
• 共通点は，その国や社会の⽂化や社会の特性を考慮した⽅法論が選択される

（協調主義，競争主義，市場主義，etc…）
• ⽶国は多様なモデルを提供するが，⽇本には不適当

• イノベーションや構造改⾰リーダーシップ養成（Harvard）
• 協働的プロジェクト型（U. Wisconsin, U. Buffalo) 
• ビジネスマネジメントの教育活⽤（Stanford, PA）
500以上のプログラム＋60以上の博⼠課程：⼤学間競争が機能する市場型

• 英国はNCSLを設置
• ノルウェーは各機関・⾃治体等の協調型を選択

円(実線) … 学校管理職養成のアクター
円(破線) … 管理職養成に向けた他のアクターとの距離感・動向
→(実線) … アクターの関与・介⼊の⽅向
→(破線) … 政策的要請・⽀援
HEIs … ⾼等教育機関（⼤学・国公⽴）
PRIV … ⾼等教育機関（私⽴）やシンクタンク等
HEAD … 学校管理職（Head Teachers）
KS … 地⽅⾃治体連合会（ノルウェー）
NSCL … National College for School Leadership（英・当時新設）



校
⻑

在
職

年
数

学校運営のリーダーシップを担う責任主体としての学校⻑のあり⽅や
任⽤の形態はどうあるべきか？

Source: OECD, TALIS 2018 Table I.3.8.

⽇本の学校⻑は教職キャリアの終わりに任⽤され，着任した学校での任
期も短い。各学校の実情や実態ベースのニーズを把握し，⾃律的な組織
として教育⽬標を設定し，⽬標に照らした教員組織の機能強化を図る体
制整備の時間はなく，そのための指導的技能形成の機会も乏しい。
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学校組織のウェルビーイングに寄与できていない
TALIS第2回と第3回調査の結果を⽐較すると，第2回調査で⽇本に顕著な
組織課題にあがった項⽬について，第3回調査までにほぼ変化がなかっ
た。政策⾯では施策が打たれ，メディアや専⾨職コミュニティでも問題
として認知されたにも関わらず，学校現場の実態データに変化はない。

教員労働時間の変化（労務内容別）

時間数 ％
授業時数 17.71 hr 17.97 hr 0.26 hr 1.5%
授業準備・採点等 13.24 hr 12.96 hr ▲ 0.28 hr ▲ 2.1%
校内の協働 3.88 hr 3.56 hr ▲ 0.32 hr ▲ 8.2%
⽣徒指導や保護者対応 4.04 hr 3.53 hr ▲ 0.51 hr ▲ 12.7%
管理事務・校務 8.51 hr 8.43 hr ▲ 0.08 hr ▲ 0.9%
課外活動 7.66 hr 7.48 hr ▲ 0.18 hr ▲ 2.3%

2013年調査からの変動
2013 2018

教師個⼈がその裁量で調整可能な職務内容で変動幅が⼤きく，学校組織とし
て組織的な⾒直しや努⼒が必要な職務内容では変動幅が⼩さい。個々の教師
に負担（労務負担＋改善負担）がのしかかる⼀⽅で，組織による改善努⼒が
必ずしもなされていない可能性
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労務時間別に⽰した労務内容の内訳は，労務時間の多寡は授業・指導の時間に拠らないことを⽰す

校務マネジメント不⾜・学校単位の⽬標に照らした校務マネジメントの不⾜・
職務領域の⾮限定性の放置・実践を介した研修機会の確保にも課題

労務時間総数の多寡と児童⽣徒との関わり，校務分掌，職能向上，教師間協働などの時間数はほぼ連動しない。… つまり，
労務時間の総数が⻑い＝児童⽣徒に向き合っている，校務負担が多い，教師間協働や授業準備に時間をかけているとは⾔えない
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